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２．論文要旨 
これまで幾度となく，地域社会の衰退が危機感を持って取り上げら
れ,コミュニティ再生がいわれてきた.ここに通底するのは人々が豊か
に生活を送るための基礎的な範囲となる地域社会の重要性と,自治意
識の高い人々で構成される,草の根民主主義の実践課程への期待であ
る.しかしながら実際には,地域の中に自治意識の高い人は決して多く
はなく,地域社会は人々の生活の基礎的な範囲ともなりえていない.そ
ういった理想と現実の中で,なぜ繰り返し地域の重要性やコミュニテ
ィの再生・創生が言われるのであろうか. 
both their world and a source of supply for underclass labor. 
Hypothesis 2: Underclass youth culture is reorganized through 
the hometown. Their culture as a way of life includes violence and 
predatory behavior. The harshness of underclass labor also 
impacts their culture. This behavior targets progressively more 
people, seemingly endlessly. Although their lives become 
increasingly harsh, relationships neither end nor does their way of 
life itself fall apart. On the contrary, ties become stronger and 
intense, sometimes even violent, attempts are made to maintain 
relationships. In relationships so maintained, groups become 
smaller and prospects for the future more limited. 
In conclusion, young Okinawans of an underclass remain in 
hometowns despite increasingly harsh conditions in both work and 
daily life because of the existence of the hometown as a 
foundation for a society of mutual, holistic interaction, in which 
they establish their lives and work. Accordingly, even if the 
harshness of their work, and daily life’s conditions, have increased, 
these youths do not change their work, or the interpersonal 
relationships that underpin their lives. Their strategy is instead to 
cope with the harshness amidst the holistic ties of their community. 
In fact, it appears that the reason they choose to remain in their 
hometowns is the consistency and continuity of working and 
living among the same interpersonal relationships.   
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そもそも,コミュニティが重要だといわれる時,またはその逆の場
合であっても,コミュニティとは何を指しているのか,あまり明確では
ない.コミュニティはその多義性が指摘されており,研究者であっても
その定義を一様に捉えているとは言えない状況にある.このようなあ
いまいな概念を理論的に扱うコミュニティ論とは一体何なのか.実は,
日本の都市社会学におけるコミュニティ論としての議論はそれほど体
系的に捉えられていない.コミュニティ論とコミュニティ行政論とが
日本のコミュニティ論を扱う際に明確に区別されていないこともその
一つの原因となっている.コミュニティ論には,コミュニティそのもの
の概念のあいまいさと,コミュニティ論としての体系的な整理がなさ
れていないという問題が内在している. 
そこで本稿ではまず第 1章にて意識的に日本の都市社会学的観点か
らコミュニティ論を整理することを行った.この整理を受けて,現在の
コミュニティ論の位相として重要な概念であると考えられる「協働」
について考察を進めていくことになる.1990 年代以降,特に行政と市
民活動や地域住民組織との協働が課題となっており,これを現在のコ
ミュニティの理念型として捉えることができる.それゆえ,地域におけ
る協働関係を実証的に捉えることが本稿の主題となる. 
一方,行政と地域との協働関係はコミュニティ行政の文脈にも位置
づけられるものである.そこで,これまでのコミュニティ行政を概観し,
その流れのなかで協働施策を理解するという作業を第 2章では行った.
事例として扱う世田谷区は,神戸市などと並んで,町内会などの従来の
地域住民組織とのルートも残しつつ,市民活動団体との連携を模索す
るコミュニティ政策によって先進性が評価されてきた自治体である
（玉野 2011）.しかし,世田谷区のコミュニティ政策の先進性は,従来
評価されてきた「住民参加」のみに終わるべきではなく,むしろ行政と
対等に渡り合える力を持った住民との「協働」過程こそ,先進的であっ
たと評価するべきである.それゆえ,世田谷区の協働施策とこれに関わ
る住民活動を再検討することが現在のコミュニティの位相としての協
働の状況を捉える上でも,今後のコミュニティ政策を展望するうえで
も重要となる. 
 本稿では,1970 年代からの世田谷区における住民と行政との協働過
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程を検討するために,3 つの住民活動の事例を取り上げた.第 3 章では
行政と 40年にわたって協働してきた住民発意の活動である「プレーパ
ーク活動」を取り上げた.子どもの遊びと遊び場をめぐる住民の運動を
元に,地域との対立をも経験しながら,活動自体が行政の施策に位置づ
けられ,行政との協働関係を継続してきた事例である.第 4章では修繕
型のまちづくりの先進的かつ典型的な事例として知られる「太子堂の
まちづくり」を取り上げた.太子堂地区は行政の施策によって,住民参
加が進んだ事例であるが,それだけにとどまらず住民が主体となって
自治的な取り組みを進め,行政と対抗的相補性を保ちながら協働して
きた事例である.第 5 章では市民が市民を支える仕組みとして構想さ
れた「世田谷まちづくりセンター・まちづくりファンド」の事例を取
り上げた.これは,本来の意味での住民参加のまちづくりの制度化を目
指したものであるが,結果としてうまくはいかなかった.この挫折から,
住民と行政との協働の課題を見出している. 
 事例から明らかとなった,行政と市民活動・地域住民組織の協働関係
を成り立たせる要所と課題は以下のとおりである.コミュニティのな
かでの協働関係の成立には,住民団体における自治の姿勢が貫かれて
いることが重要であり,また行政側は制度的にこれらを位置づけるな
どして承認を与えることが求められる.つまり,行政と市民活動・地域
住民組織の協働関係は,制度さえ整えれば済むというものではなく,相
互行為の継続が重要となる.住民側は,運動性を失わずに自治的行為を
行う上での問題を行政側に問い続ける姿勢を貫くこと,行政側はその
問いに応答し行政側の論理によって時に疑問を投げかけながら,承認
し続けることが重要なのである. 
本稿は特に市民活動を中心としてこれと行政や地域との協働関係
を見た.そこで,市民活動が地域のなかでどのように立ち振る舞い,ど
のような変革を起こしていたのかという点についてもまとめておく.
プレーパークの事例から見てとれたのは,地域の中で市民活動が時間
をかけて少しずつ認められていくその過程であった.市民活動は個別
のテーマを持った活動であるが,この活動を遂行していくためには,地
域や周囲からの承認が必要となる.しかしながら,市民活動の個別的テ
ーマははじめから地域において寛容に認められるわけではない.地域
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の中で相互交渉を行いながら少しずつ認められていく必要があるので
ある.まちづくり＝コミュニティ形成の営みは一過性のものではなく,
継続していかなければならないということは,本稿の事例が示すとこ
ろである.新陳代謝を繰り返しながらコミュニティ形成を行っていく
ことが重要であり,それはつまり,コミュニティ論としても終わりなく
これを捉える努力をしていく必要があるということである. 
 本稿では,自治と協働を現在のコミュニティ論のキー概念と捉え,地
域社会の状況を世田谷区の事例から見てきた.以上に整理してきたよ
うな,行政と市民活動・地域住民組織が協働関係を成り立たせているよ
うな状況,また市民活動が地域の団体として他との交流・交差を行って
いる状況こそ,本稿が問題としてきた現在のコミュニティの位相とい
うことになる.地域コミュニティの状況は今後も変化していくのであ
り,このような新たな事象が常にあらわれてくるものである.今後も継
続して地域の状況と,理念型としてのコミュニティの提示が繰り返さ
れていかねばならない. 
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